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（  調  査  の  概  要  ）  

 

 機械受注見通し調査は、機械製造業者の受注する設備用機械について、

四半期ごとに翌期の受注見通し等を調査したものである。調査対象は

「機械受注実績調査」の対象となっている主要な機械製造業者、また  

調査時点は毎四半期末であり、今回調査の見通し時点はおおむね 2017

（平成 29）年６月下旬と推定される。  

1987（昭和 62）年７～９月見通し調査より、調査対象社数を 178社か

ら 280社に増加させるとともに、調査内容を拡充した 280社ベースの調査

に移行した。  

2011（平成 23）年４月より、機種分類の「電子・通信機械」に含まれ

ていた「携帯電話」を調査対象から外した。  

 

 

 

（  使  用  上  の  注  意  ）  

１．1989（平成元）年４～６月実績額から、すべて消費税を除くベース

で調査している。  

２ ． 本調査は、毎年１月調査の時点で季節調整系列の改訂を行ってい

る。季節調整方法は、 X-12-ARIMAの中の X-11を使用している。  
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2 0 1 7（ 平 成 2 9） 年 ７ ～ ９ 月 の 機 械 受 注 見 通 し に つ い て  

 

 

１ ． 集 計 結 果 の 概 要  

 

( 1 )  2 0 1 7 年 ７ ～ ９ 月 の 機 械 受 注 見 通 し 額 に つ い て 、 調 査 対 象

企 業 の 見 通 し を 集 計 し た と こ ろ 、 受 注 総 額 で ６ 兆 9 , 4 7 5 億

円 、 前 年 同 期 の 実 績 に 対 し 1 1 . 5％ の 増 加 、「 船 舶 ･電 力 を 除

く 民 需 」で ２ 兆 5 , 8 6 5 億 円 、同 1 . 0％ の 減 少 と い う 結 果 に な っ

た 。  

 

( 2 )   こ れ に 最 近 に お け る「 達 成 率 」を 乗 じ る と 、受 注 総 額 で 前

年 同 期 に 対 し 1 4 . 2％ 増 、「 船 舶 ･電 力 を 除 く 民 需 」で 同 0 . 1％

増 の 見 通 し と な っ た 。  

 

( 3 )   季 節 調 整 値 に よ り 、前 期（ ４ ～ ６ 月 ）の 実 績 に 対 す る 比 率

を 見 る と 、 受 注 総 額 で 6 . 5％ 増 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除 く 民 需 」

で 7 . 0％ 増 の 見 通 し と な っ た 。  

 

第１図　受注額の実績と見通し（季節調整系列）
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（単位： 100万円，％）

 2016年  2017年   
 （平成28年）  （平成29年）   
 10～12月  １～３月  ４～６月  ７～９月
実 績 実 績 実 績 見 通 し

受 注 総 額 7,252,959 6,679,847 6,791,761 7,233,504

民 需 3,370,150 2,884,129 2,858,806 3,067,771

（船舶を除く） 3,282,713)(       2,954,321)(       2,839,526)(       3,082,515)(       

（船舶・電力を除く） 2,585,851)(       2,550,660)(       2,431,361)(       2,601,084)(       

製 造 業 1,079,954 1,034,572 1,073,261 1,054,076

非 製 造 業 2,263,589 1,927,156 1,763,176 2,020,128

（船舶・電力を除く） 1,520,180)(       1,520,597)(       1,369,606)(       1,554,270)(       

官 公 需 863,885 847,538 698,187 800,833

外 需 2,657,063 2,597,667 2,847,040 3,022,351

代 理 店 352,857 360,788 375,902 384,845

受 注 総 額 13.4 △ 7.9 1.7 6.5 

民 需 10.9 △ 14.4 △ 0.9 7.3 

（船舶を除く） 11.5)       (        △ 10.0)       (    △ 3.9)       (      8.6)       (          

（船舶・電力を除く） 0.3)       (          △ 1.4)       (      △ 4.7)       (      7.0)       (          

製 造 業 2.7 △ 4.2 3.7 △ 1.8 

非 製 造 業 16.8 △ 14.9 △ 8.5 14.6 

（船舶・電力を除く） △ 1.0)       (      0.0)       (          △ 9.9)       (      13.5)       (        

官 公 需 13.5 △ 1.9 △ 17.6 14.7 

外 需 15.5 △ 2.2 9.6 6.2 

代 理 店 △ 0.1 2.2 4.2 2.4 

（注）１．見通しの計数は、各部門ごとの単純集計値に過去３期の平均達成率（季
　　　　　節調整値）を乗じて算出している。
　　　２．個別に季節調整を行っているため、需要者別内訳の合計は全体の季節
　　　　　調整値と一致しない。

実
　
　
　
　
　
　
数

前
　
　
期
　
　
比

第１表　需要者別見通し額（季節調整系列）

　
　　　　　　　　　期
　需 要 者
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第２図　需要者別機械受注の動向（季節調整系列、前期比）

（備考）2017年４～６月期以前は実績値。
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２ ． 需 要 者 別 見 通 し に つ い て  

 

( 1 )   需 要 者 別 見 通 し 額 （ 季 節 調 整 済 系 列 ）  

 

７ ～ ９ 月 の 機 械 受 注 見 通 し 額 (季 節 調 整 値 )を 前 期 比 で み る

と 、 受 注 総 額 は ４ ～ ６ 月 1 . 7％ 増 の 後 、 ７ ～ ９ 月 に は 、 6 . 5％

増 の 見 通 し と な っ た （ 第 １ 表 ）。  

こ れ を 需 要 者 別 に み る と 、民 需 は ４ ～ ６ 月 0 . 9％ 減 の 後 、７

～ ９ 月 に は 製 造 業 （ 1 . 8％ 減 ） が 減 少 す る も の の 、 非 製 造 業

（ 1 4 . 6％ 増 ）が 増 加 す る と み ら れ る こ と か ら 、合 計 で は 7 . 3％

増 と な る 見 通 し に な っ て い る 。 こ の う ち 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除 く

民 需 」 は ４ ～ ６ 月 4 . 7％ 減 の 後 、 ７ ～ ９ 月 に は 7 . 0％ 増 と な る

見 通 し に な っ て い る 。  

 

機 械 受 注 の 見 通 し 額 （ 季 節 調 整 済 系 列 ） は 、 単 純 集 計 値 に

過 去 ３ 期 の 平 均 達 成 率 （ 季 節 調 整 済 ） を 乗 じ 、 単 純 集 計 値 の

季 節 指 数 で 除 し て 求 め て い る （「 達 成 率 」 に つ い て は 後 述 ）。  

 

 

単純集計値
３期平均
達成率

原数値 季節指数 季節調整値

受 注 総 額 6,947,533 102.5 7,117,840 98.4 7,233,504

民 需 3,093,582 99.2 3,068,233 100.0 3,067,771

（船舶を除く） 3,070,316 99.7 3,060,513 99.3 3,082,515

（船舶・電力を除く） 2,586,471 101.2 2,616,610 100.6 2,601,084

製 造 業 1,101,953 95.0 1,046,785 99.3 1,054,076

非 製 造 業 1,991,629 101.9 2,028,683 100.4 2,020,128

（船舶・電力を除く） 1,488,108 106.5 1,584,857 102.0 1,554,270

官 公 需 693,272 107.0 741,551 92.6 800,833

外 需 2,806,192 105.4 2,958,566 97.9 3,022,351

代 理 店 354,487 106.1 376,212 97.8 384,845

参考表　　需要者別見通し額（季節調整値）の算出
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( 2 )   需 要 者 別 見 通 し 額 （ 原 系 列 ）  

 

７ ～ ９ 月 の 機 械 受 注 見 通 し 額 に つ い て 、 単 純 集 計 値 を み る

と 、 受 注 総 額 は ６ 兆 9 , 4 7 5 億 円 で あ り 、 前 年 同 期 の 実 績 に 比

べ 、 1 1 . 5％ 増 と な っ た （ 第 ２ 表 ）。  

平 均 達 成 率 調 整 後 の 見 通 し （ 原 系 列 ） を み る と 、 受 注 総 額

で は 、 ７ ～ ９ 月 に は 前 年 同 期 比 1 4 . 2％ 増 と な る 見 通 し に な っ

て い る 。 需 要 者 別 に み る と 、 民 需 は 、 製 造 業 （ 1 . 6％ 増 ）、 非

製 造 業 （ 6 . 3％ 増 ） が と も に 増 加 す る と み ら れ る こ と か ら 、

4 . 4％ 増 と な る 見 通 し に な っ て い る 。 こ の う ち 、「 船 舶 ・ 電 力

を 除 く 民 需 」 は 0 . 1％ 増 と な る 見 通 し に な っ て い る 。  

 

（単位： 100万円，％）

 2017年   
 （平成2９年）   

 １～３月  ４～６月 ７～９月 （参考）
実 績 実 績 見 通 し 単 純 集 計 値

受 注 総 額 7,923,022 6,360,480 7,117,840 6,947,533

民 需 3,477,142 2,682,974 3,068,233 3,093,582

（船舶を除く） 3,444,729)(     2,664,472)(     3,060,513)(     3,070,316)(     

（船舶・電力を除く） 2,854,590)(     2,367,245)(     2,616,610)(     2,586,471)(     

製 造 業 1,155,373 1,049,445 1,046,785 1,101,953

非 製 造 業 2,321,769 1,633,529 2,028,683 1,991,629

（船舶・電力を除く） 1,705,382)(     1,322,128)(     1,584,857)(     1,488,108)(     

官 公 需 1,123,308 622,787 741,551 693,272

外 需 2,958,667 2,696,970 2,958,566 2,806,192

代 理 店 363,905 357,749 376,212 354,487

受 注 総 額 △ 4.7 4.6 14.2 11.5 

民 需 △ 12.1 △ 2.7 4.4 5.3 

（船舶を除く） △ 11.1)      (  △ 1.7)      (    4.7)      (        5.1)      (        

（船舶・電力を除く） △ 1.0)      (    △ 1.0)      (    0.1)      (        △ 1.0)      (    

製 造 業 △ 6.8 3.5 1.6 6.9 

非 製 造 業 △ 14.6 △ 6.3 6.3 4.4 

（船舶・電力を除く） 3.1)      (        △ 4.5)      (    △ 0.2)      (    △ 6.3)      (    

官 公 需 △ 11.4 1.9 9.3 2.1 

外 需 8.0 12.4 30.9 24.2 

代 理 店 2.9 13.9 5.6 △ 0.5 

（注）見通しの計数は、各部門ごとの単純集計値に過去３期の平均達成率（季節調整値）
　　　を乗じて算出している。従って、各部門の合計値は受注額合計値と一致しない。

実
　
　
　
　
　
　
数

前
　
年
　
同
　
期
　
比

第２表　需要者別見通し額（原系列）

　
　　　　　　　　　期
　需 要 者
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( 3 )  需 要 者 別 達 成 率 の 動 向  

 

機 械 受 注 額 の 「 見 通 し (単 純 集 計 値 )」 に 対 す る 「 実 績 」 の

乖 離 を 調 整 す る た め に 、両 者 の 比 を「 達 成 率 」と し て 計 算 し 、

直 近 の ３ 期 平 均 達 成 率 を 見 通 し の 「 単 純 集 計 値 」 に 乗 じ て い

る 。  

最 近 に お け る 達 成 率 （ 季 節 調 整 済 ） の 動 向 は 、 第 ３ 図 及 び

第 ３ 表 の と お り で あ る 。  

 

４ ～ ６ 月 の 機 械 受 注 見 通 し 達 成 率 を み る と 、 受 注 総 額 で は

1 0 2 . 1％ と 1 0 0％ を 上 回 り 、 １ ～ ３ 月 期 の 達 成 率 と 比 べ 4 . 8 ポ

イ ン ト 上 昇 し た （ 第 ３ 表 ）。  

民 需 （ 9 8 . 2％ ） は 同 1 0 . 9 ポ イ ン ト 上 昇 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除

く 民 需 」( 1 0 2 . 2％ )は 同 4 . 7 ポ イ ン ト 上 昇 し た 。製 造 業（ 9 7 . 8％ ）

は 同 1 3 . 1 ポ イ ン ト 上 昇 、「 非 製 造 業 （ 船 舶 ・ 電 力 を 除 く ）」

（ 1 0 6 . 5％ ） は 同 0 . 8 ポ イ ン ト 低 下 し た 。  

 

 

 

 



 - 7 - 

第３図　　達　成　率　（季節調整系列）

（備考）達成率(季節調整値)は、(実績(季節調整値)/見通し(単純集計値、季節調整値))で算出して
いる。
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（単位： ％）

 2016年   2017年  
 （平成28年）   （平成2９年）  

 ７～９月  10～12月  １～３月  ４～６月  ３期平均

受 注 総 額 93.0 108.0 97.3 102.1 102.5

民 需 98.0 112.1 87.3 98.2 99.2

（船舶を除く） 96.7)      (     109.8)      (   89.9)      (     99.3)      (     99.7)(           

（船舶・電力を除く） 101.4)      (   103.8)      (   97.5)      (     102.2)      (   101.2)(         

製 造 業 92.4 102.5 84.7 97.8 95.0

非 製 造 業 98.7 115.8 92.4 97.4 101.9

（船舶・電力を除く） 107.6)      (   105.8)      (   107.3)      (   106.5)      (   106.5)(         

官 公 需 97.5 122.3 97.7 100.9 107.0

外 需 87.1 99.6 109.6 107.0 105.4

代 理 店 97.3 104.8 103.1 110.5 106.1

　　　　　　　期
 需要者

第３表　需要者別達成率（季節調整系列）

 

３期平均は 2016（平成 28）年 10～ 12 月から 2017 年４～６月までの３期の

単純平均。  
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３ ． 機 種 別 見 通 し に つ い て  

 

( 1 )  機 種 別 見 通 し 額  

 

７ ～ ９ 月 の 受 注 見 通 し （ 原 系 列 ） を 機 種 別 に 前 年 同 期 比 で

み る と 、原 動 機（ 8 6 . 8％ 増 ）、船 舶（ 6 1 . 4％ 増 ）、工 作 機 械（ 2 8 . 2％

増 ）、 電 子 ・ 通 信 機 械 （ 1 3 . 0％ 増 ）、 産 業 機 械 （ 1 2 . 2％ 増 ）、 道

路 車 両 （ 5 . 9％ 増 ） 及 び 重 電 機 （ 5 . 4％ 増 ） で 増 加 す る 見 通 し

に な っ て い る 。  

反 面 、 航 空 機 （ 2 1 . 3％ 減 ） 及 び 鉄 道 車 両 （ 2 0 . 9％ 減 ） で 減

少 す る 見 通 し に な っ て い る （ 第 ４ 表 ）。  

（単位： 100万円，％）

 2017年   
 （平成2９年）   

 １～３月  ４～６月  ７～９月 （参考）
実 績 実 績 見 通 し  単純集計値

原 動 機 985,404 422,964 770,773 745,602

重 電 機 586,080 444,086 549,153 577,572

電子・通信機械 2,559,927 2,244,566 2,352,368 2,150,339

産 業 機 械 2,150,774 2,073,212 2,099,327 2,047,144

工 作 機 械 273,290 333,330 318,364 303,962

鉄 道 車 両 158,245 119,765 229,223 229,111

道 路 車 両 384,216 374,185 380,099 381,055

航 空 機 650,948 193,322 271,294 268,607

船 舶 174,138 155,050 168,033 244,141

合 計 7,923,022 6,360,480 7,135,938 6,947,533

原 動 機 △ 25.8 △ 27.3 86.8 80.7

重 電 機 2.6 7.9 5.4 10.8

電子・通信機械 5.7 6.9 13.0 3.3

産 業 機 械 3.3 12.1 12.2 9.4

工 作 機 械 6.5 28.4 28.2 22.4

鉄 道 車 両 △ 33.8 △ 39.5 △ 20.9 △ 21.0

道 路 車 両 △ 1.1 2.7 5.9 6.2

航 空 機 △ 22.2 △ 14.1 △ 21.3 △ 22.1

船 舶 △ 10.9 68.6 61.4 134.5

合 計 △ 4.7 4.6 14.5 11.5

（注）見通しの計数は、各機種ごとの単純集計値に過去３期の平均達成率を乗じて
　　　算出している。従って、各機種の合計値は受注額合計値と一致しない。

実
　
　
　
　
　
　
数

前
　
年
　
同
　
期
　
比

第４表　機種別見通し額（原系列）

　　　　　　　　　　　　　　期
　　機　　種
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( 2 )  機 種 別 達 成 率 の 動 向  

 

４ ～ ６ 月 の 機 種 別 達 成 率 を み る と 、 鉄 道 車 両 （ 1 0 9 . 3％ ） が

前 期 と 比 べ 3 3 . 5 ポ イ ン ト 、 船 舶 （ 7 7 . 4％ ） が 同 1 8 . 4 ポ イ ン

ト 、産 業 機 械（ 1 0 9 . 6％ ）が 同 1 4 . 2 ポ イ ン ト 、工 作 機 械（ 1 1 5 . 6％ ）

が 同 1 0 . 7 ポ イ ン ト 、 原 動 機 （ 9 4 . 2％ ） が 同 6 . 5 ポ イ ン ト 、 道

路 車 両（ 1 0 4 . 6％ ）が 同 3 . 8 ポ イ ン ト 、電 子・通 信 機 械（ 1 0 9 . 8％ ）

が 同 0 . 8 ポ イ ン ト 上 昇 し た (第 ５ 表 )。  

反 面 、重 電 機（ 8 9 . 9％ ）が 同 9 . 0 ポ イ ン ト 、航 空 機（ 9 6 . 8％ ）

が 同 4 . 6 ポ イ ン ト 低 下 し た 。  

  

（単位： ％）

 2016年    2017年  
 （平成28年）    （平成2９年）  

 ４～６月  ７～９月  10～12月  １～３月  ４～６月

原 動 機 128.4 67.0 128.2 87.7 94.2

重 電 機 80.1 98.6 96.4 98.9 89.9

電子・通信機械 100.1 107.7 109.4 109.0 109.8

産 業 機 械 96.7 95.0 102.7 95.4 109.6

工 作 機 械 92.4 92.6 93.7 104.9 115.6

鉄 道 車 両 140.5 119.4 115.0 75.8 109.3

道 路 車 両 99.2 91.8 93.8 100.8 104.6

航 空 機 103.4 91.3 104.8 101.4 96.8

船 舶 41.5 23.4 70.1 59.0 77.4

合 計 98.0 92.0 105.0 97.7 105.4

（注）達成率は（実績（原数値）／見通し（単純集計値））で算出している。

第５表　機種別達成率
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（単位： 100万円）
　　　

機種別

745,602 577,572 2,150,339 2,047,144 303,962 受 計

391,886 275,085 1,154,851 899,774 135,916 民 計

製 造 業 103,958 55,940 318,175 454,341 134,173 製 計

非 製 造 業 287,928 219,145 836,676 445,433 1,743 非 計

内 電 力 業 251,143 167,306 46,351 19,045 0 電 力

12,014 67,924 331,433 164,936 50 官 計

340,001 124,173 642,108 876,585 164,266 海 外

1,701 110,390 21,947 105,849 3,730 代 理 店

機種別

229,111 381,055 268,607 244,141 6,947,533 受 計

106,108 73,474 33,222 23,266 3,093,582 民 計

製 造 業 8,798 838 22,140 3,590 1,101,953 製 計

非 製 造 業 97,310 72,636 11,082 19,676 1,991,629 非 計

内 電 力 業 0 0 0 0 483,845 電 力

22,861 3,766 51,889 38,399 693,272 官 計

96,701 196,386 183,496 182,476 2,806,192 海 外

3,441 107,429 0 0 354,487 代 理 店

2017年７～９月受注見通し額集計結果表

受 注 総 額

合 計
需要者別

民 需

官 公 需

産 業 機 械 工 作 機 械

代 理 店

受 注 総 額

民 需

官 公 需

外 需

船 舶

第６表　機械受注見通し調査（2017年６月調査）

代 理 店

原 動 機 電子・通信機械

鉄 道 車 両 道 路 車 両 航 空 機

需要者別
重 電 機

外 需

 

 


